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 資料２ 第１回資料の補足について 

 

 資料３  京都府人事委員会勧告について 

 

 資料４  答申に向けて 

 

 

 



資料１ 

令和５年１０月１６日 

 

 

令和５年度 審議実績・今後の予定 
 

 

回次・開催(予定)日 主な審議内容 

第１回 

 令和5年9月6日(水) 

・本市の財政状況等 

  令和４年度の主な取組と 

令和５年度予算のポイント 

  令和４年度普通会計決算概要 

・法改正と人事院勧告について 

  地方自治法の改正 

  人事院勧告 

・他団体との比較状況について 

・一般職の給与の状況について 

第２回 

 令和5年10月16日(月) 

・第１回資料の補足について 

・京都府人事委員会勧告について 

・答申に向けて 

第３回 

 令和5年11月16日(木) 

・答申の方向性について 

・答申案について 

答申 

 令和5年11月下旬 
 

 

 



資料２ 

 

第１回資料の補足について 

 



地域公共交通燃料費高騰対策事業の実績等について 

対象 

原油価格高騰による影響を受けている交通事業者に対し、事業継続及び

需要回復局面における供給を順調に回復するための下支えとして、燃料

費の増額に対して補助を実施 

補助 基準日と対象期間中の価格の差額の 1/2に購入量を乗じた額 

実績 

バス会社：１社 

タクシー会社：４社 

個人事業者：１２名 

 

バス会社・タクシー会社  計 ５，４４３，４２７円 

個人事業者        計   １５２，０５８円 

合計             ５，５９５，４８５円 

 

ながら防犯のＰＲ活動について 

登録・協力状況 

昨年度より事業実施 

個人登録 ：６９７人（令和５年９月末時点） 

協力事業者：約５０社 

登録方法(個人) 
宇治市公式ＬＩＮＥより登録可能 

登録者には啓発物品を配付 

これまでの活動 

ヒューマンフェスタなどの宇治市主催イベントやアルプラザ宇治

東店等でＰＲ活動を行っているほか、民生児童委員協議会などの

宇治市とかかわりのある団体の会議等で時間をいただき、ＰＲを

実施している。 

今後の活動 
より積極的にＰＲを行っていくとともに、依頼いただければ、団

体の会議等に出張してＰＲさせていただきたいと考えている。 

 



宇治市の財政状況について

ページ 用語 説明

2 形式収支 歳入総額から歳出総額を控除した額

2
翌年度へ繰り越すべ

き財源

年度内に事業を完了させることが不可能となった場合などに、翌年度において使う費用（繰越明許

費など）

2 経常収支比率

市税等の経常的な歳入を分母、人件費などの経常的な歳出を分子とする。財政構造の弾力性を判断

するための指標。

具体的な積み上げ、計算は別紙１。

16 義務的経費 人件費・扶助費・公債費からなる。公債費は地方債の償還に要する経費。

26 投資的経費

道路・橋梁、公園、学校、公営住宅の建設等社会資本の整備に要する経費で、普通建設事業費、災

害復旧事業費及び失業対策事業費からなっている。

R4：ウトロ地区住環境改善事業、JR六地蔵駅舎改築、駅前広場整備、学校校舎維持修繕など

別紙1 臨時財政対策債
国が地方公共団体に交付する地方交付税の財源が不足した場合に、地方交付税の交付額を減らし

て、その穴埋めとして地方公共団体自らに地方債を発行させる制度。

◎経常収支比率を下げられないことにより制限された施策、また、改善策とその結果について

　　令和４年度経常収支比率：93.6％（70～80％が妥当）　⇒　財政構造として厳しい状況が続いている　

　　↓

　　　一方で、人件費の見直しなどにより経費を確保し、必要な施策を実施

　　　※参考：平成３０年度からの財政健全化推進計画

◎施策のための公債発行について

　　公債費：地方債の償還に要する経費

　　地方債：学校・道路改修などのいわゆるハード整備を対象として発行できるもの。

⇒世代間の負担の公平性等を考慮し、交付税算入のある有利な地方債を中心に活用

将来的に起債が見込まれる事業

　(仮)西小倉小中一貫校・給食センターの建設、公共施設アセットマネジメント関係など

　⇒必要な時に必要な起債ができるよう、過去から公債費を管理

（交付税算入のない単純な借金を増やしてしまうと、利子分が実質の負担増となり、

　財政運営がなお厳しくなる）









報 告

令 和 2 年 8 月 31 日

政 策 経 営 部 財 務 課

（令和4年度）

政策企画部財政課

資料４



1 決算概要

等臨時特別給付金給付事業費などの影響により、普通会計の歳入決算額は、前年度比
2.0％減の70,956百万円、歳出決算額は、前年度比2.4％減の69,606百万円となった

　財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、歳入における臨時財政対策債の減少や、
歳出における経常的な扶助費や繰出金の増加などの影響により、前年度から1.6ポイント
増加し、93.6％となった
（4年度：93.6％、3年度：92.0％）

　単年度収支については、26百万円であり、5年連続で黒字となった

　歳入の要である市税収入は、前年度から248百万円増の24,402百万円となった

　社会保障制度に基づく福祉サービスの提供に必要な経費である扶助費は、電力・ガス・
食料品等価格高騰緊急支援給付金給付事業費による増加があったものの、前年度の
子育て世帯臨時特別給付金給付事業費や住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付
事業費などの影響により、前年度から2,275百万円減の22,126百万円となった

　市債現在高は、発行額の減少などの影響により、前年度から2,346百万円減の39,007百
万円となった

＜普通会計＞
　地方公共団体は一般会計の他に特別会計を設置していますが、それぞれの会計名称
や範囲などは各地方公共団体によって異なっています。
　当該資料では、他都市との比較を行うために、一般会計と特別会計のうち、公営企業・
収益事業会計などに属するものを除いた「普通会計」という統一的な会計区分を用いて
います。

■ 歳入・歳出決算額の推移 ■

  令和4年度の普通会計歳入決算額は前年度比2.0％減の70,956百万円、歳出決算額は
前年度比2.4％減の69,606百万円となりました。

　令和4年度は、前年度の子育て世帯臨時特別給付金給付事業費や住民税非課税世帯(1)
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■ 令和4年度　普通会計決算収支 ■

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

百万円

※四捨五入の影響により、差引後の数値が一致しない場合があります。

■ 実質収支・単年度収支・経常収支比率の推移 ■

　財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、扶助費や繰出金の増加などの影響により、
前年度から1.6ポイント増加し、93.6％となりました。
　扶助費などにおける経常的な歳出は増加していることから、依然として90％を超える
水準にあり、財政構造の硬直化は続いています。
　なお、単年度収支については、26百万円であり、5年連続で黒字となりました。

＜実質収支＞
　歳入と歳出の差引額（形式収支）から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した額です。

＜単年度収支＞
　当該年度の決算による実質収支から前年度の実質収支を差し引いた額です。
　当該年度だけの収支が把握できます。

＜経常収支比率＞
　毎年度経常的に入ってくる歳入に対して、毎年度経常的に支払う歳出がどれぐらいの割合
かを示すもので、財政構造の弾力性を判断する指標として用いられます。
　都市にあっては75％が妥当と考えられています。

令和3年度の実質収支
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■ 歳入決算額の推移 ■

　令和4年度の歳入決算額は、前年度比2.0％減の70,956百万円となりました。

　歳入の要である市税収入は、前年度から248百万円増の24,402百万円となりました。

　地方交付税は、前年度と同様に追加交付があり、前年度比2.6％増の9,341百万円と
なりました。

　国・府支出金は、前年度の子育て世帯臨時特別給付金給付事業費補助金などの
影響により、前年度比5.8％減の23,833百万円となりました。

　市債は、臨時財政対策債の発行額の減少などの影響により、前年度比8.9％減の
2,150百万円となりました。
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■ 自主財源と依存財源の推移 ■

　歳入は財源の自主性を基準に、自主財源と依存財源に区別することができます。自主財源
とは市税、使用料、手数料など地方公共団体が自主的に収入することができる財源をいい、
自主財源の多寡は行政運営の自主性・安定性を確保しうるかどうかの判断基準となります。
　令和4年度は、市税収入などの影響により、自主財源が前年度から198百万円増の30,093
百万円となりましたが、歳入に占める割合は46.0％であり、10年連続で50％を下回りました。

【令和3年度　歳入に占める自主財源の割合】（府内14市平均および類団平均との比較）

　歳入に占める自主財源の割合を類似団体（類団）などと比較した場合、宇治市は府内
14市平均の36.8％より高く、類団平均の47.8％より低い水準となっています。

※ 宇治市は、新型コロナ分を除いています。

＜類似団体（類団）との比較について＞
　本市の決算状況と比較・分析するため、類似団体（以下類団）の各決算状況の平均値を記
載しています。類団とは、毎年度地方公共団体からの報告に基づいて総務省が作成する都
道府県財政指数表および類似団体別市町村財政指数表における、人口や産業構造によって
分類された団体区分に基づく同一区分帯に属する団体をいいます。　

※ 「新型コロナ分」とは、対応策に活用した新型コロナウイルス感染症対応地方創生
※ 臨時交付金などの国・府支出金をいいます。
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■ 歳出決算額（性質別）の推移 ■

　性質別経費とは、経費の性質を基準として分類するもので、人件費・扶助費・公債費・投資的
経費などがあります。
　人件費・扶助費・公債費の合計である義務的経費の歳出に占める割合は、府内14市平均お
よび類団平均と比べると高い水準にあります（「6　義務的経費」参照）。
　投資的経費は、ウトロ地区住環境改善事業費やJR六地蔵駅の駅舎改築及び駅前広場整備など
の影響により、前年度比39.7％増の4,610百万円となりました。
　その他は、新型コロナウイルス感染症対策関連経費の減少などの影響により、前年度比0.5％
減の24,939百万円となりました。

＜人件費＞
　報酬、給料、退職手当など、行政委員や職員などの勤務に関して必要な経費です。

＜扶助費＞
　社会保障制度の一環として、各種法令や市独自の制度に基づいて行う福祉サービスの
提供に必要な経費です。

＜公債費＞
　市債の返済に要する経費で、市債の返済金とその利子です。

＜投資的経費＞
　支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとして将来に残るものに支出される
経費です。
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■ 歳出決算額（目的別）の推移 ■

　目的別経費とは、経費を行政目的ごとに分類するもので、民生費・衛生費・土木費・教育費
などがあります。
　民生費は、前年度の子育て世帯臨時特別給付金給付事業費、住民税非課税世帯等臨時
特別給付金給付事業費などの影響により、前年度比4.5％減の33,388百万円となり、歳出に
占める割合は、前年度から1.0ポイント減少し、48.0％となりました。
　土木費は、ウトロ地区住環境改善事業費などの影響により、前年度比2.5％増の6,618百万円
となりました。
　教育費は、（仮）西小倉地域小中一貫校整備事業費などの影響により、前年度比10.2％増の
5,784百万円となりました。
　その他は、新型コロナウイルス感染症対策関連経費の減少などの影響により、前年度比
4.4％減の12,374百万円となりました。

＜民生費＞
　障害者・高齢者などの社会福祉や、児童福祉、生活保護などにかかる経費です。

＜衛生費＞
　各種健康診査、予防接種、斎場運営、環境対策、ごみ収集・処理などにかかる経費です。

＜土木費＞
　道路や排水路、公園、市営住宅など都市の基盤整備や維持にかかる経費です。

＜教育費＞
　小・中学校、幼稚園などの教育振興や耐震化・大規模改修などにかかる経費です。
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71,323
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1,753 635

69,606
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■ 新型コロナウイルス感染症・物価高騰対策関連経費の推移 ■

　新型コロナウイルス感染症・物価高騰対策関連経費は、前年度の子育て世帯臨時
特別給付金給付事業費、住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業費などの
影響により、前年度比26.2％減の5,542百万円となりました。
　また、歳出に占める割合は、前年度から2.5ポイント減少し、8.0％となりましたが、
令和2年度以降、歳出決算に大きな影響を与えています。

【新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の推移】

　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金は、物価高騰対応分などの影響
により、前年度比77.8％増の1,547百万円となりました。

＜新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金＞
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止とともに、感染拡大の影響を受けている地域経済
や住民生活を支援し地方創生を図るため、地方公共団体が地域の実情に応じて、きめ細やか
に必要な事業が実施できるよう創設された交付金です。
　令和4年度には、物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対する支援にも活用できる
仕組みへと見直しが図られました。
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2 市税

　法人市民税は、前年度から249百万円減の1,714百万円となったが、個人市民税は、
前年度から80百万円増の9,877百万円、固定資産税は前年度から321百万円増の
9,765百万円となり、市税全体では、前年度から248百万円増の24,402百万円となった

　市税収入率は、前年度から0.1ポイント増加し、98.1％となった

■ 市税収納額と市税収入率の推移 ■

【市民一人あたりの市税の推移】（府内14市平均および類団平均との比較）

(1)

(2)
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3 地方交付税

　地方交付税は、前年度と同様に、追加交付の影響などにより、前年度比2.6％増の
9,341百万円となり、歳入に占める割合は14.3％となった
（4年度：9,341百万円、3年度：9,103百万円）

＜地方交付税＞
　地方公共団体の自主性を損なわずに、地方財源の均衡化を図り、かつ地方行政の計画
的な運営を保障するために、国税のうち所得税、法人税、酒税、消費税および地方法人税
のそれぞれ一定割合の額を、国が地方公共団体に対して交付する税です。
　普通交付税と特別交付税があります。

＜普通交付税＞
　財源不足団体（基準財政需要額が基準財政収入額を上回る地方公共団体）に対し交付
されます。

＜特別交付税＞
　特別の財政事情（台風・地震などの災害に対する財政需要など）に対して交付されます。

＜基準財政需要額＞
　各地方公共団体が合理的、かつ、妥当な水準における行政を運営し、または施設を維持
するための財政需要を一定の方法によって算出した額です。

＜基準財政収入額＞
　各地方公共団体の財源を合理的に測定するために、標準的な状況において収入が見込
まれる税収入等を一定の方法によって算出した額です。

【令和4年度　地方交付税の内訳】

百万円 394

百万円31,519

基準財政需要額

基準財政収入額

21,726

地方交付税（普通交付税＋特別交付税）

百万円9,341

↓ ↓

百万円

特別交付税

8,947 百万円

普通交付税
臨時財政対策
債発行可能額

百万円846
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■ 歳入と地方交付税の推移 ■

※ 「新型コロナ分」とは、対応策に活用した新型コロナウイルス感染症対応地方創生
※ 臨時交付金などの国・府支出金をいいます。

■ 地方交付税および臨時財政対策債発行額の推移 ■
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【財政力指数の推移】（府内14市平均および類団平均との比較）

【令和3年度　財政力指数の比較】（府内14市および類団平均との比較）

＜財政力指数＞
　財政力指数は、標準的な行政活動を行うために必要な一般財源に対する市税等の割合
を示す指数のことで、普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除
して得た数値の過去3ヵ年平均値です。
　この数値が大きいほど財政力が強いとされており、1未満の団体には普通交付税が交付
されます。
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4 市債

　市債現在高は、発行額の減少などの影響により、前年度から2,346百万円減の
39,007百万円となった
（4年度：39,007百万円、3年度：41,353百万円）

　臨時財政対策債の現在高は、前年度から1,512百万円減の20,245百万円となり、
市債現在高に占める割合は、前年度から0.7ポイント減少し、51.9％となった
（4年度：20,245百万円、3年度：21,757百万円）

　公債費は、前年度から710百万円減の4,627百万円となった
（4年度：4,627百万円、3年度：5,337百万円）

＜市債＞
　市債とは、本市が資金調達のために負担する債務で、次の役割を担い、その返済が

　 一会計年度を超えて行われるものです。
　①財政支出の年度間調整　②世代間の負担の公平化　③一般財源の補完

■ 市債現在高の推移 ■

　市債現在高は、発行額の減少などの影響により、前年度から2,346百万円減の39,007
百万円となりました。

＜臨時財政対策債＞
　臨時財政対策債は、従来地方交付税により交付されていた地方財政の財源不足の補てん
について、その一部を市債に振り替えられたもので、通常の市債と異なり一般財源として扱
います。平成13年度から発行が認められており、元利償還金の100％が後年度の地方交付
税を算定する際に用いられる基準財政需要額に算入されます。
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■ 市債発行額の推移 ■

　臨時財政対策債は、前年度比32.3％減の846百万円となり、市債発行額は、前年度比
8.9％減の2,150百万円となりました。

【令和3年度　標準財政規模に対する市債現在高の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

　標準財政規模に対する市債現在高の割合は、宇治市は府内で1番低い水準となり
ましたが、引き続き市債の適正化を図っていくことが必要です。

標準財政規模…地方公共団体が標準的な状態のとき、通常収入されるであろう一般財源の規模
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5 基金

　基金現在高は、前年度から439百万円増の11,537百万円となった
（4年度：11,537百万円、3年度：11,098百万円）

　経済状況の変動などによる財源不足に備えるための財政調整基金は、前年度から
302百万円増の3,605百万円となった
（4年度：3,605百万円、3年度：3,303百万円）

　減債基金は、151百万円増の3,034百万円となった
（4年度：3,034百万円、3年度：2,883百万円）

■ 基金現在高の推移 ■

＜基金＞
　基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てるため、もしくは定額の資金
を運用するために設けられるものです。

＜財政調整基金＞
　経済状況の変動などによる年度間の財源調整を行うために積み立てられている基金です。

＜減債基金＞
　市債の償還を計画的に行うために積み立てられている基金です。

＜特定目的基金＞
　条例の定めるところにより、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、もしくは
定額の資金を運用するために設けられる資金または財産です。
　具体的には、公共施設などの建設のための基金、社会福祉の充実のための基金、災害対
応のための基金などがあります。
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【令和3年度　標準財政規模に対する基金現在高の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

【令和3年度　標準財政規模に対する財政調整基金現在高の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

　標準財政規模に対する財政調整基金現在高の割合が高ければ、経済状況の変化などに対
する対応力があるといえます。本市は、府内14市で比較すると4番目に低い水準となります。
　厳しい財政状況の中ですが、基金の確保が必要です。

標準財政規模…地方公共団体が標準的な状態のとき、通常収入されるであろう一般財源の規模
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6 義務的経費（人件費・扶助費・公債費）

　義務的経費は、前年度の子育て世帯臨時特別給付金給付事業費や住民税非課税
世帯等臨時特別給付金給付事業費などの影響により、前年度比6.7％減の40,057百万円
となった

　義務的経費の歳出に占める割合は、義務的経費の減少割合が歳出総額の減少割合
よりも大きくなったため、前年度から1.1ポイント減少し、59.1％となった
（4年度：59.1％、3年度：60.2％）

■ 歳出全体に占める義務的経費の推移 ■

＜義務的経費＞
　義務的経費は職員給などの人件費、生活保護や高齢者、障害福祉などの扶助費、市債
の元利償還金などの公債費からなっており、支出が義務付けられ、任意に削減できない硬
直性の強い経費です。

【歳出に占める義務的経費の割合の推移】（府内14市平均および類団平均との比較）

令和4年度の歳出に占める義務的経費の割合は、1.1ポイント減少し、59.1％となりました。
府内14市平均および類団平均と比べると高い水準で推移しており、今後も注意が必要です。

(1)

(2)
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49.7%

49.4%

50.6%

53.0%
52.4%

40.8%

52.6%

49.0%
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（※新型コロナ分を除く）

86,444
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【令和3年度　歳出に占める義務的経費の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

■ 義務的経費（人件費・扶助費・公債費）の推移 ■

　人件費は、前年度比0.7％増の13,304百万円となりました。

　扶助費は、前年度の子育て世帯臨時特別給付金給付事業費や住民税非課税世帯等臨時
特別給付金給付事業費などの影響により、前年度比9.3％減の22,126百万円となりました。

　公債費は、前年度比13.3％減の4,627百万円となりました。
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【令和3年度　歳出に占める人件費の割合】（府内14市および類団平均との比較）
 

【令和3年度　歳出に占める扶助費の割合】（府内14市および類団平均との比較）

【令和3年度　歳出に占める公債費の割合】（府内14市および類団平均との比較）

※ 四捨五入の影響により、足し上がりの数値が前頁と一致しない場合があります。
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■ 人件費等の推移 ■

　令和2年度の会計年度任用職員制度導入により、物件費のうち賃金は廃止され、人件費に
計上されることとなりました。
　退職金を除く人件費は、前年度から141百万円増の12,862百万円となり、人件費全体では、
前年度から91百万円増の13,304百万円となりました。

【市民一人あたりの人件費等の推移】
（府内14市平均および類団平均との比較）
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7 扶助費

　扶助費は、前年度の子育て世帯臨時特別給付金給付事業費や住民税非課税世帯等
臨時特別給付金給付事業費などの影響により、前年度から2,275百万円減の22,126百万円
となった

■ 歳出と扶助費の推移 ■

　扶助費は、前年度比9.3％減の22,126百万円となり、歳出に占める扶助費の割合は
前年度から0.4ポイント増加し、31.2％となりました。
　また、新型コロナウイルス感染症や物価高騰の対応策として実施した事業費を除くと、
前年度から171百万円増の19,974百万円となりました。
　歳出に占める扶助費は、高い割合で推移しており、財政を硬直化させる大きな要因
のひとつとなっています。

＜扶助費＞
　社会保障制度の一環として、各種の法令（生活保護法、児童福祉法、老人福祉法など）や
市独自の制度に基づいて、障害者、高齢者、児童などへの福祉サービスの提供に直接必要
な経費です。

※ 「新型コロナ分」とは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などの
※ 国・府支出金を活用して実施した事業費をいいます。
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■ 扶助費と国保特会・介護特会・後期高齢特会繰出金の合計の推移 ■

　平成25年度の20,389百万円に対し、令和4年度は約1.4倍の28,048百万円となりました。
　また、新型コロナウイルス感染症や物価高騰への対応策として実施した事業費を除くと、
約1.3倍の25,896百万円となりました。

※ 「新型コロナ分」とは、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などの
※ 国・府支出金を活用して実施した事業費をいいます。

■ 扶助費（目的別）の推移 ■

 　社会福祉費は、障害者介護給付費、障害者訓練等給付費、福祉医療費支給費などの社会福
祉などのための経費であり、前年度比3.9％増の7,715百万円となりました。
　また、新型コロナウイルス感染症や物価高騰の対応策として実施した事業費を除くと、前年度
から469百万円増の5,919百万円となりました。

 　老人福祉費は、重度心身障害老人健康管理費、老人医療費支給費、老人保護措置費などの
高齢者福祉のための経費であり、前年度比4.8％減の298百万円となりました。

　児童福祉費は、児童手当費、民間保育所等運営費、児童扶養手当費などの児童福祉のため
の経費であり、前年度比23.2％減の8,381百万円となりました。
　また、新型コロナウイルス感染症や物価高騰の対応策として実施した事業費を除くと、前年度
から139百万円減の8,147百万円となりました。

　生活保護費は、生活扶助、住宅扶助、医療扶助などの生活保護のための経費であり、前年度
比2.1％減の4,693百万円となりました。
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児童福祉費

■ 児童福祉費および0歳～12歳の人口の推移　■

　0歳～12歳の人口は、平成20年度以降年々減少し続け、令和4年度は前年度から578人
少ない17,854人となり、令和4年度の児童福祉費は、前年度の子育て世帯臨時特別給付金
給付事業費などの影響により、前年度比23.2％減の8,381百万円となりました。

生活保護費

■ 生活保護費および生活保護人員の推移 ■

　令和4年度の生活保護人員は2,871人となり、5年連続で減少しています。
　また、生活保護費は前年度から99百万円減の4,693百万円となりました。
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【令和3年度　歳出に占める扶助費の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

【令和3年度　歳出に占める扶助費のうち老人福祉費の割合】
（府内14市および類団平均との比較）
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【令和3年度　歳出に占める扶助費のうち児童福祉費の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

【令和3年度　歳出に占める扶助費のうち生活保護費の割合】
（府内14市および類団平均との比較）

　歳出に占める老人福祉費・児童福祉費・生活保護費の割合を、府内14市などと比較するとすべて
　高い水準となっており、今後も扶助費のあり方を検討していく必要があると考えられます。
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＜扶助費と民生費＞
　扶助費は、社会保障制度の一環として、各種法令や市独自の制度に基づいて行う福祉サー
ビスの提供に直接必要な経費です。
　民生費は、行政の目的別に分類した経費であり、社会福祉の充実を目的に使われた経費で、
扶助費だけではなく、人件費や、保育所・地域福祉センターなどの福祉施設の整備や運営など
の経費も含まれています。

■ 令和4年度民生費に占める扶助費の割合 ■

■ 民生費（目的別）の推移 ■

■ 民生費（目的別）に占める内訳の割合の推移 ■

民生費
（33,388 百万円）

扶助費

（21,087百万円）

63.1％
人件費

（3,002百万円）

9.0％

その他

（9,299百万円）

27.9％

5,449 6,274 6,615 7,266 7,417 6,902 7,187 7,265
9,627 10,316

4,494 4,785 4,722 4,862 5,045 5,114 5,595 5,806
5,780 5,910

11,435
11,298 11,091 10,788 11,027 10,909 11,132 11,998

14,403 12,171
4,727

4,786 5,104 5,079 5,466 5,370 5,195
5,318

5,165
4,991

20
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社会福祉費 老人福祉費 児童福祉費 生活保護費 災害救助費

20.8% 23.1% 24.0% 26.0% 25.6% 24.4% 24.7% 23.9% 27.5% 30.9%

17.2% 17.6% 17.1% 17.4% 17.4% 18.1% 19.2% 19.1% 16.5%
17.7%

43.8% 41.6% 40.3% 38.5% 38.1% 38.5% 38.2% 39.5% 41.2% 36.5%

18.1% 17.6% 18.5% 18.1% 18.9% 19.0% 17.9% 17.5% 14.8% 14.9%
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8 投資的経費

　投資的経費は、ウトロ地区住環境改善事業やJR六地蔵駅の駅舎改築及び駅前広場整備など
の影響により、前年度比39.7％増の4,610百万円となった
（4年度：4,610百万円、3年度：3,299百万円）

■ 投資的経費の推移 ■

3,578

2,403
1,774

1,288 1,066 1,400 1,268
1,986 1,702

2,511

1,935
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（百万円）

■ 投資的経費の財源内訳 ■

一般財源等 市債 国・府支出金

1,527 1,303
1,950

2,337
2,901

1,406 1,657

2,702

1,253
1,839

2,035
1,948

1,147

1,748

1,685

2,166 1,354

1,809

441

677

3,965

1,976

805

973

1,184

773
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45,760
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3,299
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7,527

3,299

6,472
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9 健全化判断比率（令和3年度）

　実質赤字比率と連結実質赤字比率は、黒字のため算定されなかった

　実質公債費比率については、0.0％となった

　将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担額を上回り、算定されなかった

■ 健全化判断比率の対象となる会計の範囲 ■

＜実質赤字比率＞
　一般会計等が黒字か赤字かを判断する指標です（一般会計等の赤字の標準財政規模に
対する比率）。

＜連結実質赤字比率＞
　一般会計だけでなく、国民健康保険や下水道、水道事業などすべての特別会計を対象と
して赤字を判断する指標です（全会計の赤字の標準財政規模に対する比率）。

＜実質公債費比率＞
　市債の元利償還金等の一般会計等に対する負担を判断する指標です（一般会計等が、
負担しなければならない元利償還金等の標準財政規模に対する比率）。

＜将来負担比率＞
　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の一般会計等に対する負担を判断する指標
です（一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率）。

＜早期健全化基準と財政再生基準＞
　地方公共団体は、健全化判断比率のいずれかが早期健全化基準以上である場合には、
当該健全化判断比率を公表した年度の末日までに、「財政健全化計画」を定めなければ
なりません。
　また、再生判断比率（健全化判断比率のうちの将来負担比率を除いた3つの指標）のいず
れかが財政再生基準以上である場合には、当該再生判断比率を公表した年度の末日まで
に、「財政再生計画」を定めなければなりません。

(1)

(3)

(2)

地
方
公
共
団
体

一般会計

特別会計等

実
質
赤
字
比
率

一般会計等

公営事業会計

将
来
負
担
比
率

実
質
公
債
費
比
率

連
結
実
質
赤
字
比
率

一部事務組合・広域連合

うち公営
企業会計

地方公社・第三セクター等

【令和3年度 実質赤字比率】（府内14市および類団平均との比較）
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　令和3年度の宇治市の早期健全化基準は11.51％となりましたが、黒字のため、実質
赤字比率は算定されませんでした。
　財政再生基準は、20％となっており、早期健全化基準は、市町村の財政規模に応じ
11.25％～15％となっています。

　令和3年度の宇治市の早期健全化基準は16.51％となりましたが、黒字のため、連結
実質赤字比率は算定されませんでした。
　財政再生基準は、30％となっており、早期健全化基準は、市町村の財政規模に応じ
16.25％～20％となっています。

【令和3年度 実質公債費比率】（府内14市および類団平均との比較）
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【令和3年度 実質赤字比率】（府内14市および類団平均との比較）
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【令和3年度 連結実質赤字比率】(府内14市および類団平均との比較)

連結実質赤字比率 早期健全化基準 財政再生基準
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　令和3年度の宇治市の実質公債費比率は0.0％となりました。
　財政再生基準は、35％となっており、早期健全化基準については、25％となっています。

　令和3年度の宇治市の将来負担比率は充当可能財源等が将来負担額を上回り、算定
されませんでした。
　早期健全化基準は、350％となっています。
　なお、将来負担比率には、財政再生基準の設定はありません。
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【令和3年度 将来負担比率】（府内14市および類団平均との比較）
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（参考）令和4年度　健全化判断比率等（速報値）

 令和4年度の健全化判断比率等については、あくまで速報値であり、関係機関による精査の結果、
確定値と差異が生じる場合があります。

【健全化判断比率】

※ 実質赤字比率と連結実質赤字比率は、黒字のため「－」で表示している。
※ 将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担額を上回り、算定されなかったため「－」で

表示している。

【資金不足比率】

※ 資金不足比率は、各会計で不足額が生じていないため「－」で表示している。

連結実質赤字比率 －

化基準 基準
説明

早期健全 財政再生
健全化判断比率

本市

特別会計の名称

実質公債費比率

将来負担比率 －

△0.4%

市債の元利償還金等の一般会計等に対する負
担を判断する指標（一般会計等が、負担しなけれ
ばならない元利償還金等の標準財政規模に対す
る比率）

30.00%16.53%

一般会計だけでなく、国民健康保険や下水道、水
道事業などすべての特別会計を対象として、赤字
を判断する指標（全会計の赤字の標準財政規模
に対する比率）

35.0%25.0%

数値

一般会計等が黒字か赤字を判断する指標（一般
会計等の赤字の標準財政規模に対する比率）

－ 11.53%

公共下水道事業会計 －

水道事業会計

実質赤字比率 20.00%

20.0%

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の一
般会計等に対する負担を判断する指標（一般会
計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政
規模に対する比率）

20.0%－

経営健全化基準資金不足比率

350.0%
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普通会計の歳入・歳出決算額を１/１０,０００にして、一般家庭に例えると・・・

万円 【前年度比 14 万円減】

【前年度比 17 万円減】

【前年度比 1 万円増】

（令和2年度）

【前年度比 3 万円増】

【前年度比 2 万円増】

【前年度比 5 万円減】

【前年度比 2 万円増】

万円 【前年度比 17 万円減】

【前年度比 2 万円増】

【前年度比 20 万円減】

【前年度比 9 万円増】

【前年度比 11 万円減】

【前年度比 13 万円増】

　　　【前年度比 3 万円減】

【前年度比 7 万円減】

【前年度比 4 万円増】

【前年度比 24 万円減】
借金残高

115

390 万円 年度末の市債現在高です。

基金への積立額です。

年度末の基金現在高です。

20貸付金など

万円

万円

貸付事業（宇治市中小企業低利融資事業、土地開
発公社への貸付金など）の費用です。
毎年度末には返還されます。

46

道路や河川の整備、市営住宅、施設等大規模改修
などの費用です。

これまで借金した分の元利金払いです。

預貯金残高 万円

預 貯 金 と 借 金 の 状 況

ローンの返済

万円

万円

生活資金のため

11

家や車の購入 46

90

172子どもの教育費など

保険料・下水道費用

預貯金の積立

生活費など

7

315

万円

国が配分する地方交付税の資金がないため、不足
分を国と市で半分ずつ借金しています。

万円

一般会計から特別会計（国民健康保険、介護保
険）、水道・公共下水道事業会計への繰出金等で
す。

万円

教育費と、民生費のうちの児童福祉費です。

万円

光熱水費をはじめ、人件費や扶助費、維持補修費
などです。

宇 治 市 の 家 計 簿

道路や河川の整備、市営住宅、小学校大規模改修
などの費用の借金です。

696

家・車購入のため

前年度からの繰越金

万円

万円

支　出

借り入れ
8

13

710収　入

万円

581

3

万円

預貯金の引き出し

一定の方法により算出した額で、歳入が歳出
より少ないために国から交付される地方交付税
です。

万円

親からの仕送り

給与などの収入

94

市の基本的な収入となる市税や譲与税、交付金、
使用料、手数料、国府支出金などです。

基金からの取崩し額です。
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資料３ 

 

答申に向けて 

 

報酬・給料について 

 人事院勧告の状況 

 ・一般職は、平均１．１％の引き上げ 

 ・指定職は、０．３％の引き上げ 

 

 これまでの宇治市の対応 

 ・国の指定職の改定率が１．０％未満の場合は据え置き 

 

 

期末手当について 

 人事院勧告の状況 

 ・一般職は、期末･勤勉手当合計０．１月分の引き上げ 

 ・指定職は、期末･勤勉手当合計０．１月分の引き上げ 

 

 これまでの宇治市の対応 

 ・国の指定職に準じて改定 

 

 

特別職給料月額の減額措置について 

 これまでの宇治市の状況と減額理由 

・平成２１年度から：１万円減額【地域手当廃止に伴う調整】 

 ・平成２８年度から：５％減額【財政健全化推進プラン・管理職減額】 

 ・平成３０年度から：市長１０％、副市長８％、教育長７％減額 

            【ラスパイレス指数全国１位・管理職減額拡大】 

 



人事院勧告（官民較差解消）による指定職俸給改定と宇治市議員・特別職報酬の変遷

（単位：円）

年度 S62 H1 H3 H5 H7 H9 H14 H15

+1.5% +3.1% +3.7% +2.0% +1.0% +1.0% ▲2.1% ▲1.2%

+15,000 +31,000 +37,000 +20,000 +10,000 +10,000 ▲21,000 ▲12,000

議 長 480,000 510,000 580,000 620,000 650,000 670,000 650,000 635,000

副 議 長 440,000 470,000 530,000 570,000 600,000 620,000 600,000 585,000

議 員 400,000 430,000 480,000 520,000 550,000 570,000 550,000 535,000

市 長 800,000 860,000 970,000 1,040,000 1,090,000 1,110,000 1,070,000 1,035,000

副 市 長 660,000 710,000 800,000 860,000 910,000 920,000 890,000 860,000

教 育 長 580,000 620,000 700,000 750,000 800,000 810,000 780,000 755,000

（単位：円）

年度 H21 H22 H23 H27 H28 H30 R5

▲0.3% ▲0.2% ▲0.5% +1,000円 - - +0.3%

▲3,000 ▲2,000 ▲5,000 +1,000 - - +3,000

議 長 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

副 議 長 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

議 員 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

市 長
1,075,000
（1,065,000）
△1万円

⇒ ⇒ ⇒
-

（1,021,250）
△5％

-
（967,500）
△10％

副 市 長
895,000
（885,000）
△1万円

⇒ ⇒ ⇒
-

（850,250）
△5％

-
（823,400）
△8％

教 育 長
785,000
（775,000）
△1万円

⇒ ⇒ ⇒
-

（745,750）
△5％

-
（730,050）
△7％

地域手当廃止

※指定職（国）の上段は平均改定率、下段は平均改定額

※給与構造改革（H18）、総合的見直し（H27）の改定は、官民較差解消を目的とした改定とは異なるため、対象としない

※H21の特別職報酬改定は、地域手当の廃止に伴うもの

議員・特別職報酬改定の傾向

・国の指定職が1.0％以上の増減があった場合に連動

・1.0％に満たない増減の場合は改定見送り

指定職（国）

指定職（国）

＊（　　　）内は、当分の間適用



 

人事院勧告等準拠の改正影響額（試算） 

 

〇試算条件等 

 ・期末手当：＋０．１月 （年間 １．７月×２回＝３．４月） 

 ・市長、副市長及び教育長については、市長１０％、副市長８％、教育長７％

の給料月額の減額措置があるものとして算定 

 

Ａ 年間の総収入 （報酬(又は給料)月額×12 月＋期末手当） 

区分 改定後 現行 差額 

議長 10,426,700 10,344,150 ＋82,550 

副議長 9,605,700 9,529,650 ＋76,050 

議員 8,784,700 8,715,150 ＋69,550 

市長 16,361,500 16,221,750 ＋139,750 

副市長 13,836,700 13,720,350 ＋116,350 

教育長 12,230,300 12,128,250 ＋102,050 

 

Ｂ 任期内の総収入 （Ａ×任期＋退職手当(市長・副市長・教育長のみ)） 

区分 任期 改定後 現行 差額 

議長 

４年 

41,706,800 41,376,600 ＋330,200 

副議長 38,422,800 38,118,600 ＋304,200 

議員 35,138,800 34,860,600 ＋278,200 

市長 82,216,000 81,657,000 ＋559,000 

副市長 65,370,800 64,905,400 ＋465,400 

教育長 ３年 41,989,650 41,683,500 ＋306,150 

 

Ｃ 任期１年あたりの総収入 （Ｂ÷任期） 

区分 改定後 現行 差額 

議長 10,426,700 10,344,150 ＋82,550 

副議長 9,605,700 9,529,650 ＋76,050 

議員 8,784,700 8,715,150 ＋69,550 

市長 20,554,000 20,414,250 ＋139,750 

副市長 16,342,700 16,226,350 ＋116,350 

教育長 13,996,550 13,894,500 ＋102,050 

 


